様式第２号（第６条関係）

事業計画書

１　申請者の概要
	（フリガナ）
名称（商号又は屋号）
	

	所在地
	〒


	代表者
	役職
	氏名

	担当者連絡先

	担当者
	役職　
	氏名

	
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ
	

	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	法人番号
	※13桁の数字（個人事業主は記入不要）


	主な業種
	

	規模
	資本金　　　　　　　　　千円
	従業員数　　　　　　　　　　人　

	企業の事業概要

	※会社案内やパンフレット等で企業の事業概要を記載した書類を添付すれば省略可


	中小企業診断士による伴走支援
	伴走支援の種別
※「価格転嫁相談窓口」、「セミナー」、「訪問」のいずれかを記入してください。
	

	
	実施（予定）年月日
※訪問による複数回の伴走支援を受けている場合は直近の訪問日を記入してください。
	　年　月　日




２　事業内容
	事業の具体的内容
※事業の採択に当たっては、主にこの内容を審査しますので、事業の妥当性・適格性・必要性等に関する事情があれば、この欄に記載してください（別紙可）。
	

	事業費

	事業に要する経費（税込み）
	円

	
	事業に要する経費（税抜き）
	円

	
	うち補助対象経費（税抜き）Ａ
	円

	
	補助率　Ｂ
※補助率は、小規模企業者（枠外参照）に該当する場合は2/3、それ以外は1/2
	１／２　or　２／３

	
	補助金額　　　　Ａ×Ｂ
※1,000円未満は切り捨て
※50万円を超える場合は50万円
	円

	事業期間
	開始予定日（契約日）
	

	
	完了予定日（完了日）
	

	委託先の専門事業者
	所在地
事業者名
担当者
電話番号



[bookmark: _Hlk241590515]※小規模企業者
　　おおむね常時使用する従業員（解雇をする際にあらかじめ解雇の予告を必要とする者）の数が20人（商業又はサービス業に属する事業を主たる事業として営む者については、５人）以下の事業者

３　収支予算
（収入）
	区分
	金額
	備考

	県補助額
	円
	

	自己負担額
	円
	

	合計　
	円
	補助対象経費Ａと一致



（支出）
	区分
	金額
	備考

	委託料
	円
	

	合計　
	円
	補助対象経費Ａと一致


※収支予算の金額には、消費税及び地方消費税を除いた額を記入


